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名古屋港管理組合公告

名古屋港管理組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年名古屋港管理組合条例第２号）第５条の規定

に基づき、平成21年度における名古屋港管理組合の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表する。

平成22年９月30日

名古屋港管理組合管理者

名古屋市長　河村　たかし

１　職員の任免及び職員数に関する状況
⑴　職員の採用及び退職数（平成21年度）

（単位：人）

※　「その他」には、死亡、分限免職、懲戒免職等があります。

⑵　職員の昇任及び降任の状況（平成21年度）

（単位：人）

※ 「降任」には、地方公務員法第28条による分限処分としての降任のほか、本人が希望する場合に降任することが

できる「自主降任制度」によるものがあります。

⑶　部局別職員数

（単位：人）

※ 各年４月１日現在の一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する派遣職員、休職者等を含み、臨時

及び非常勤職員を除きます。

平成22年９月30日

（木曜日）

号外第245号

公　　　　　告

区分
採用

退職

定年職種

行政職

技能労務職

合　計

（構成比）

19

0

19

17

0

17

（85.0%）

早期退職特例

0

0

0

（0％）

普通

3

0

3

（15.0％）

その他

0

0

0

（0％）

合計

20

00

20

（100％）

昇　　　任

係長級

15

課長補佐級

10

課長級

８

次長級

５

部長級

１ ２

降　　任

区　　分

管理者の事務部局

監 査 委 員 事 務 局

議 会 事 務 局

合　　　　計

職員数

平成21年度　(A)

575

6

11

592

平成22年度　(B)

569

6

11

586

（B）−（A）

−6

0

0

−6
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２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況
⑴　人件費等の状況

ア　人件費の状況

人件費は、人の雇用に伴う広い範囲の経費です。一般職職員への給料や各種手当をはじめ、専任副管理者や議員な

ど特別職職員への給料・報酬、共済組合への負担金等が含まれます。

平成21年度決算見込みの人件費は次のとおりです。

人件費の状況（平成21年度決算見込み額）

イ　給与費

給与とは給料、扶養手当等の各種手当及び民間のボーナスに相当する期末・勤勉手当等の総額から退職手当を除い

たものです。

平成21年度決算見込みの一般職の給与費は次のとおりです。

職員給与費（平成21年度決算見込み額）

※　職員数は、平成22年３月31日現在の人数です。

⑵　初任給や平均給与等の状況

ア　初任給

初任給など

※　平成22年４月１日現在のものです。

イ　平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

※　平成22年４月１日現在のものです。

平均給与月額は、給料、扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当及び単身赴任手当の合計です。

行政職の課長以上の職員の給料は、「特別職の職員及び職員の給与の特例に関する条例（平成19年名古屋港管理

組合条例第４号）」により、管理職手当は「管理職手当の特例に関する規則（平成22年名古屋港管理組合規則第13

号）」により、現在減額しています。（ ）内は減額措置がないものとした場合の額です。

会計区分

一 般 会 計

施設運営事業会計

埋 立 事 業 会 計

合　　計

30,761,460

4,626,108

1,804,139

37,191,707

千円

歳出額

(A)

1,016,693

△　1,787,178

△　936,019

△　1,706,504

千円

実質収支

4,464,442

443,130

325,965

5,233,537

千円

人件費

(B)

14.5

9.6

18.1

14.1

％

人件費率

(B/A)

13.9

9.5

17.2

13.5

％

(参考)平成20年度の

人件費率

会計区分

一 般 会 計

施設運営事業会計

埋 立 事 業 会 計

合　　計

448

55

39

542

1,857,282

216,302

157,292

2,230,876

751,495

85,177

63,185

899,857

679,006

69,918

52,694

801,618

3,287,783

371,397

273,171

3,932,351

7,339

6,753

7,004

7,255

人 千円 千円 千円 千円 千円

一般職

職員数

(A)

給与費

給　料
期末・

勤勉手当

その他の

手当

計

(B)

一人当たり

給与費

（B/A）

職種

行政職

技能労務職

大学卒業程度

高校卒業程度

高校卒業程度

174,700円

144,600円

140,300円

200,200円

151,600円

147,000円

区分 初任給 ２年経過日の給料月額

職種

行政職

技能労務職 288,100円 347,796円 40.0歳

334,314円

(334,856円)

396,573円

(399,726円)
39.4歳

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
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ウ　経験年数別・学歴別平均給料月額

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：円)

※　平成22年４月１日現在のものです。

採用時からの経験年数に基づき標準的な昇給をした場合の給料月額を表しています。

⑶　給料の決定

ア　級別職員数

級別職員数

※　平成22年４月１日現在のものです。

イ　昇給への勤務成績の反映状況

職員の昇給については、昇給日の属する年度の前年度を勤務成績判定期間とし、勤務成績が良好とされた職員の昇

給号給数は４号給、特に良好とされた職員の昇給号給数は６号給となります。

平成21年度における、勤務成績が特に良好とされ昇給した職員の状況は次のとおりです。

昇給への勤務成績の反映状況

⑷　手当の状況

ア　期末・勤勉手当

一般職の期末・勤勉手当の支給割合 （単位：月分）

※　支給割合は、平成22年４月１日現在の制度です。

（ ）内は課長以上の場合です。

役職上の段階、職務の級、勤務成績等による加算措置があります。

職員一人当たりの平均支給年額は、平成21年度決算見込みで1,655,926円です。

イ　地域手当

地域手当の支給率は、給料＋管理職手当＋扶養手当の月額の合計の12％（東京駐在代表の業務に従事する者は

18％）であり、職員一人当たりの平均支給月額は、平成21年度決算見込みで43,717円です。

区　分

行政職

技能労務職

大学卒

高校卒

高校卒

271,300

216,700

198,200

311,700

271,300

238,600

360,100

311,700

275,600

経験年数

10年

経験年数

15年

経験年数

20年

区分

標準的な職務内容

職員数

構成比

参考

１年前の

構成比

５年前の

構成比

１級

職員

(定型的業務)

18

3.2

4.0

4.2

人

％

％

％

２級

職員

(相当高度)

132

23.6

24.0

31.2

人

％

％

％

３級

職員

(特に高度)

111

19.9

20.6

17.4

人

％

％

％

４級

主任

83

14.8

13.7

5.1

人

％

％

％

５級

係長

81

14.5

15.0

22.7

人

％

％

％

６級

総括係長

48

8.6

7.9

5.2

人

％

％

％

７級

課長

73

13.1

12.4

11.9

人

％

％

％

８級

部長

12

2.1

2.2

2.1

人

％

％

％

９級

特に指定

する職

1

0.2

0.2

0.2

人

％

％

％

計

559

100

100

100

人

％

％

％

全職員数（Ａ）

545

人

特に良好とされ

昇給した職員数（Ｂ）

108

人

比　　率（Ｂ/Ａ）

19.8

％

支給月

６月期

12月期

年　間

期末手当

1.25

（1.05）

1.5

（1.3）

2.75

（2.35）

勤勉手当

0.7

（0.9）

0.7

（0.9）

1.4

（1.8）

合　　計

1.95

（1.95）

2.2

（2.2）

4.15

（4.15）
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ウ　扶養手当

扶養手当の支給要件及び支給月額

※　支給要件及び支給月額は、平成22年４月１日現在の制度です。

職員一人当たりの平均支給月額は、平成21年度決算見込みで11,589円です。

エ　住居手当

自らが居住する住居に係る費用を負担している職員に支給しています。なお、平成22年４月１日以降、世帯主以

外の職員への支給を廃止し、また、世帯主に係る住居手当の支給月額を9,500円（名古屋市、東海市、知多市、弥富

市及び飛島村に居住の者にあっては12,000円）から、2,500円に引き下げています。

住居手当の支給要件及び支給月額

※　支給要件及び支給月額は、平成22年４月１日現在の制度です。

職員一人当たりの平均支給月額は、平成21年度決算見込みで9,139円です。

オ　通勤手当

通勤手当の支給要件及び支給月額

※　支給要件及び支給月額は、平成22年４月１日現在の制度です。

職員一人当たりの平均支給月額は、平成21年度決算見込みで16,055円です。

支　　給　　要　　件

配偶者

配偶者以外の被扶養者

１　２人目まで

ア　次のイ､ウの場合以外

イ　扶養親族でない配偶者がある場合の１人目

ウ　配偶者がない場合の１人目

２　３人目以降

３　15歳〜22歳の子がいる場合

１

ア　被扶養者１人につき6,000円

イ　6,700円

ウ　11,200円

２　被扶養者１人につき4,000円

３ 上記のそれぞれの額に､被扶養者１人につき5,000円

加算

14,200円

支　　給　　月　　額

支給要件 支給月額

世帯主 2,500円

支給要件

交通機関利用者

交通用具利用者

支給月額

運賃相当額（月50,000円を限度）

（６ヶ月定期券等の価格を一括支給）

交通用具の種類や使用距離により1,000円〜20,900円
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カ　特殊勤務手当

特殊勤務手当

※　手当の種類は、平成22年４月１日現在の制度です。

キ　超過勤務手当

正規の勤務時間外に勤務した職員に支給しており、支給総額などは次のとおりになります。現在、効率的な行政運

営を行うことによる超過勤務時間の縮減に取り組んでいます。

超過勤務手当

※　平成21年度決算見込みの額です。

休日給及び夜勤手当を含みます。

ク　退職手当

退職手当は、退職時の給料月額に勤続年数や退職事由に応じた支給率を乗じて算出しています。現行の支給割合は

次のようになっていますが、平成14年度から、支給割合を段階的に削減しています。

退職手当

※　平成22年４月１日現在の支給割合です。

平成21年度に退職した職員一人当たりの平均支給額は、平成21年度決算見込みで、自己都合の場合2,021千円、

定年・勧奨の場合28,497千円です。

区分

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度実績）

職員一人当たりの平均支給月額（平成21年度決算見込み）

手当の種類（手当数）

代表的な手当

支給額の高い手当の業務

（支給額が定額で定められている

ものに限る。）

・交替制による夜間勤務
・係船浮標、ボイラー、揚排水ポンプ、こう門暗きょ

又は港内排水口内における不良箇所の修理、内部の
清掃等の作業

・風水害その他非常災害により破壊され、又はそのお
それのある場合の橋りょう、河川、堤防、建物等の
応急復旧又は防ぎょの作業

・水面上又は地上８メートル以上の足場の不安定な箇
所において行う作業

・交替制による夜間勤務
・係船浮標、ボイラー、揚排水ポンプ、こう門暗きょ

又は港内排水口内における不良箇所の修理、内部の
清掃等の作業

多くの職員に支給されている手

当の業務（平成21年度実績）

全職種

9.6％

259円

８種類

支給総額

216,109千円

職員一人当たり平均支給月額

33,140円

区分

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置として、年齢55歳以上かつ勤続25年以上で退職する
者には退職手当の算定基礎となる給料月額に退職の時の年齢に応じて４％か
ら20％加算しています。

21.00月分

33.76月分

47.52月分

59.28月分

27.3312月分

42.1408月分

59.2800月分

59.2800月分

自己都合 定年・勧奨
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ケ　その他の手当

※　支給要件及び支給額は、平成22年４月１日現在の制度です。

管理職手当は、「管理職手当の特例に関する規則（平成22年名古屋港管理組合規則第13号）」により、現在減額し

ています。

⑸　特別職の報酬等

専任副管理者には、給料、地域手当、期末手当及び退職手当が、議長、副議長及び議員には議員報酬が支給されます。

なお、専任副管理者については、平成22年４月１日以降、給料については20％を、期末手当については10％を、そ

れぞれ減額しています。議長、副議長及び議員については、平成21年12月１日以降、議員報酬の額のうち８％を、そ

れぞれ減額しています。

ア　特別職の報酬等

※　給料・報酬月額及び期末手当の支給割合は、平成22年４月１日現在のものです。

専任副管理者には給料が、議長、副議長及び議員には議員報酬が支給されます。

（ ）内は、「特別職の職員及び職員の給与の特例に関する条例（平成19年名古屋港管理組合条例第４号）」及び

「名古屋港管理組合議会の議員の議員報酬の特例に関する条例（平成21年名古屋港管理組合条例第２号）」による減

額措置がないものとした場合の額です。

イ　専任副管理者の退職手当の支給水準

給料月額　×　在職月数　×　100分の45

※　平成22年４月１日現在の制度です。

⑹　勤務時間の状況

職員の勤務時間は、原則として１週間につき38時間45分とし、その勤務の割振りは月曜日から金曜日までとしてい

ます。また、１日の勤務時間の割振りは、午前８時45分から午後５時15分までとし、その途中に45分の休憩時間を設

け、７時間45分としています。

防災・危機管理に関する職場や入港船の船席指定や無線通信に携わる職場等業務の性質上、上記の原則によることが

適当でない職員については、特別の定めをしています。

⑺　休暇制度

休暇には、年次休暇、特別休暇、臨時休暇、介護休暇及び代日休暇があります。

ア　年次休暇の使用状況

年次休暇は、年に20日与えられ、その年次は４月１日に始まり翌年の３月31日に終わります。また、その年次に

使用しなかった年次休暇の日数は、翌年次に限り繰り越して使用することができます。平成21年度における平均使

用日数は、15日です。

イ　特別休暇等の状況

（ア） 特別休暇

特別休暇の内容は次のとおりです。

手当の種類

管 理 職 手 当

単身赴任手当

管理職員特別

勤 務 手 当

課長以上の職員に支給

異動等で配偶者と別居し単身で生活する職員に支給

月額

87,000円〜140,000円

交通距離に応じて月額

23,000円〜68,000円

課長以上の職員が臨時又は緊急の必要等により週休日（勤務時

間が割り振られていない日をいいます。）又は休日に勤務した

場合に支給

勤務１回につき

8,000円〜15,000円

宿 日 直 手 当 日直勤務又は宿直勤務を命ぜられた職員に対し支給
勤務１回につき

4,400円〜5,600円

支給要件 支給額

給料・報酬月額

専任副管理者

議　　　　長

副 　 議 　 長

議　　　　員

880,000円

（1,100,000円）

66,240円

（72,000円）

53,360円

（58,000円）

35,880円

（39,000円）

６月期　1.45月分

12月期　1.65月分

合 計　3.1  月分

期末手当
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特別休暇

※　平成22年４月１日現在の制度です。

（イ） 臨時休暇

臨時休暇は、厚生に関する計画の実施又はその他の事由により必要があると認めた場合に、任命権者が与える

ものです。平成22年度に職員に与えられた臨時休暇は次のとおりです。

臨時休暇

（ウ） 介護休暇

介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷又は疾病等により日常生活を営むのに支障があ

るものの介護をするため、勤務しないことが相当と認められる場合に、６月以内で認められます。平成21年度

における、取得者数は次のとおりです。

介護休暇の取得者数　　　　　　　　　 （単位：人）

⑻　育児休業等に関する制度

育児休業等に関する制度には、３歳に満たない子を養育するため休業することができる育児休業制度と、小学校就学

の始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部（120分を限度）について勤務しないことができる部分

休業制度があります。

平成21年度における取得者数は、次のとおりです。

育児休業及び部分休業取得者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：人）

※　同一の者が複数回にわたって育児休業を取得した場合、その数を１として計上しています。

種類

妊 娠 障 害 休 暇

産 前 産 後 休 暇

生 理 休 暇

結 婚 休 暇

忌 引 休 暇

ボランティア休暇

日数

妊娠の期間を通じて１週間

出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）前の日から出産後８

週間を経過する日まで

１回につき２日

５日

１日〜７日

５日

種類

夏期休暇

付与日数

５日

区分

男性職員

女性職員

計

１

０

１

取得者数

育児休業

取得者数
区分

男性職員

女性職員

計

１

14

15

０

５

５

０

０

０

部分休業

取得者数

うち両休業

取得者数
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３　職員の分限及び懲戒処分の状況
⑴ 処分事由別分限処分者数（平成21年度）

処分事由別分限処分者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：人）

※　法とは地方公務員法をいいます。

条例に定める事由とは、公共的施設などで職務に関連する事項の研究などに従事する場合や外国政府等の招きによ

り職務に関連する業務に従事する場合などです。

同一の者が複数回にわたって同一の規定により分限処分に付された場合、その数を１として計上しています。

⑵　処分事由別懲戒処分者数（平成21年度）

処分事由別懲戒処分者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：人）

※　法とは地方公務員法をいいます。

区　　分

勤務実績が良くない場合

（法第28条第１項第１号）

心身の故障のため職務遂行に支障がある等の場合

（法第28条第１項第２号）

職に必要な適格性を欠く場合

（法第28条第１項第３号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第28条第１項第４号）

心身の故障のため長期休養を要する場合

（法第28条第２項第１号）

刑事事件に関し起訴された場合

（法第28条第２項第２号）

条例に定める事由による場合

（法第27条第２項）

合　　計

法第28条第４項により失職した者

降任

０ ０

４

４ ０

４

４

免職 休職 降給 合計

区　　分

法令違反

（法第29条第１項第１号）

職務上の義務違反又は怠慢

（法第29条第１項第２号）

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

（法第29条第１項第３号）

合　　計

戒告

０ ０ ０ ０ ０

減給 停職 免職 合計
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４　職員の服務の状況
⑴　服務規律の徹底

職員に服務規律の徹底を図るため、必要に応じて通達を発したり、職員研修の一環として公務員倫理に関する講座を

設けるなど、職員の倫理保持や職務の公正な執行を確保し、本組合行政に対する住民の信頼を失わないよう努めていま

す。

ア　服務規律確保のための通達

職員の服務規律の確保を図るため、次のとおり通達を発しました。

通達一覧

※　平成21年度に発した職員の服務規律の確保に関する通達です。

イ　公務員倫理に関する研修

平成21年度に実施した公務員倫理に関する研修は次のとおりです。

研修実施状況

⑵　セクシュアル・ハラスメント対策

本組合では、名古屋港管理組合セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する要綱を策定し、次のような取組により、

良好な職場環境の維持に努めています。

①　研修の実施

②　苦情相談の窓口として、職場内に職員から選任された相談員の設置

③　苦情相談に対応するセクシュアル・ハラスメント防止委員会の設置

④　弁護士等の有識者による外部相談員の設置

⑶　営利企業等の従事制限

平成21年度の営利企業等への従事許可件数は１件です。

通達年月日

平成21年４月10日

平成21年８月12日

平成21年12月21日

件　　　名

名古屋市長選挙における職員の服務規律の確保について

衆議院議員選挙における職員の服務規律の確保について

年末年始における職員の網紀の保持について

公務員倫理に関する講座を

設 け た 研 修 の 名 称

新規採用職員研修

実務主任者研修

新任係長研修

新任管理職研修

受講対象

平成21年度採用職員

平成21年度４級昇格選考試験受験予定者

係長昇任１年以上の者

平成21年度課長補佐級昇任職員

19人

13人

14人

11人

受講者数
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５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
⑴　職員の研修について

すべての職員がより高い問題意識を持ち、総合的な能力を培うことで、組織の活力発展を図るため、次のような研修

を実施しました。

研修実施状況

※　平成21年度に実施した研修のうち主なものを記載しました。

区分

一
　
　
般
　
　
研
　
　
修

特
別
研
修

派
遣
研
修

研修名

新規採用職員研修

対象者

平成21年度採用職員

主な内容

公務員倫理、接遇、地方公務員制度、名古屋

港の概要、本組合の組織、文書事務、公所見

学、政策課題研究等

受講者数

19人

実務修得者研修 平成19年度採用職員
名古屋港の港湾整備計画・管理運営、本組合

の行財政、政策課題研究等
21人

実務主任者研修
平成21年度４級昇格選

考試験受験予定者
公務員倫理、政策課題研究等 13人

新任係長研修 係長昇任１年以上の者
JST基本コース、公務員倫理、政策課題研究

等
14人

新任管理職研修
平成21年度課長補佐級

昇任職員

外部講師による講演、公務員倫理、政策課題

研究等
11人

職場研修指導者研修
係長級職員で新任係長

研修既受講者
職場研修の実践方法の習得 16人

パソコン研修 受講を希望する職員 MSワード・エクセル等 93人

行政課題セミナー 聴講を希望する職員 その時々の重要課題から演題を選択 52人

指導者養成派遣研修
係長級以上の職員で特

に選考された者

㈳日本人事管理協会主催

㈶公務研修協議会主催
２人

海外派遣研修 特に選考された職員 中国港湾物流視察団参加 １人

港湾行政派遣研修 特に選考された職員 ㈳日本港湾協会主催 ５人
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⑵　勤務成績の評定の概要及び活用状況

ア　制度の概要

能力・成果主義を推進するため、本組合では次のような制度を実施しています。

※　平成22年４月１日現在の制度です。

評価者はS評価２割以内、A評価３割以内で評価を決定します。

調整者は、全体的見地から不均衡を是正し、最終的にS評価２割以内、A評価３割以内で評価を決定します。

イ　評価結果の活用状況

これら制度の評価結果（評語）に応じて、期末・勤勉手当の「管理職加算率」及び「役職段階別加算率」が決定さ

れることになり、評価に応じて期末・勤勉手当が支給されます。

６　職員の福祉及び利益の保護の状況
⑴　安全管理について

ア　安全管理に対する取組状況

イ　公務災害補償等

※　平成21年度に認定された件数です。

区分

制　　　　度

評 価 者

調 整 者

評 価 要 素

評価対象期間

評 価 時 期

評 価 ラ ン ク

給与上の反映

部次長級 課長級 課長補佐級 係長級

専任副管理者 部長、室長又は担当部長

専任副管理者

職員業績評価

課長、担当課長又は事務所長

部長、室長又は担当部長

①行政経営能力

②リーダーシップ

③危機管理・風土改革

④人望・信頼感

⑤調整・交渉力

①意欲・責任感

②指導力・統率力

③企画力・判断力

④人格・識見

⑤調整力・交渉力

①意欲・責任感

②指導力・統率力

③企画力・判断力

④人格・識見

⑤課長に対する補佐・

アシスト

①係内でのリーダーシ

ップ・部下の育成

②業務遂行のプランニ

ング・係マネジメン

ト

③課長に対する補佐・

アシスト

毎年　４/１〜３/31

毎年５月

Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃの４ランク

評語ごとに期末・勤勉手当に反映

項　　　目

安全パトロール・職場巡視

の実施

安全衛生委員会の設置

安全管理に関する研修等

安全管理者等の設置

労働安全衛生法に基づき安全衛生委員会を設置

雇入時安全衛生教育・交通安全講習会・その他安全管理に関する研修等の実施

安全管理規程に基づき、統轄安全管理者・安全管理者・安全係員・作業主任者を

設置

作業環境等の改善のための安全パトロール、産業医等による職場巡視を実施

概　　　　要

公務災害認定

通勤災害認定

件数

２件

１件
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⑵　健康管理について

ア　健康診断等の実施状況

イ　健康の保持増進

⑶　福利厚生について

ア　職員寮の管理運営

※　平成21年４月１日現在のものです。

イ　共済組合への加入

職員及びその被扶養者の医療保険を担い、健康増進や退職した職員の年金支給など職員の相互救済を目的として、

地方公務員等共済組合法に基づき組織されている名古屋市職員共済組合に加入しています。

ウ　互助会の設置

職員の相互扶助及び福利増進を目的として、名古屋港管理組合職員互助会を規約に基づき設置しています。

※　平成22年３月31日現在のものです。

一般定期健康診断

一般定期健診 563人

管理健康診断 214人

特別定期健康診断

深夜業務従事者健診 24人

VDT作業従事者健診 552人

有機溶剤作業従事者健診 ４人

放射線業務従事者健診 ４人

騒音業務従事者健診 ２人

その他

海外派遣者健診 ６人

新規採用職員健診 14人

退職時人間ドック 14人

項　　　目

健康に関する啓発活動

健康教育・研修等

健康管理講演会の開催、安全衛生だよりの発行

雇入時安全衛生教育、衛生管理者試験準備講習会受講等

概　　　　要

入寮者数 ９人（男性　９人、女性　０人）

事　業　名

厚　生　事　業

給付・貸付事業

事　業　の　概　要

福利厚生施設の管理運営、レクリエーション及び体育大会の運営、施設利用

等の補助など

会員・家族の慶弔についての祝金等、災害による損害に対する給付金等の支

給、学資金・生活資金等の貸付

会員数 708人
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７　公平委員会の業務の状況
本組合が公平委員会の業務を委託している愛知県人事委員会から、平成21年度における、勤務条件に関する措置の要

求の状況及び不利益処分に関する不服申立ての状況について、次のとおり報告がありました。

⑴　勤務条件に関する措置の要求の状況（平成21年度）

⑵　不利益処分に関する不服申立ての状況（平成21年度）

発行所　名古屋市港区港町１番11号

名 古 屋 港 管 理 組 合

区　　　　　分

前年度からの繰越件数 （ A ）

当年度中の新規要求件数 （ B ）

当年度中取扱い件数 （C＝A＋B）

当年度中終了件数 （ D ）

次年度への繰越件数 （E＝C−D）

件　数

０

０

０

０

０

備　　考

区　　　　　分

前年度からの繰越件数　　 （ A ）

当年度中の新規要求件数 （ B ）

当年度中取扱い件数 （C＝A＋B）

当年度中終了件数 （ D ）

次年度への繰越件数 （E＝C−D）

件　数

０

０

０

０

０

備　　考




